
■ 宅地建物取引業法（抄）（昭和２７年６月１０日法律第１７６号） 

第三十五条第一項第二号 

（重要事項の説明等） 

第三十五条 宅地建物取引業者は，宅地若しくは建物の売買，交換若しくは貸借の相手方

若しくは代理を依頼した者又は宅地建物取引業者が行う媒介に係る売買，交換若しくは

貸借の各当事者（以下「宅地建物取引業者の相手方等」という。）に対して，その者が取

得し，又は借りようとしている宅地又は建物に関し，その売買，交換又は貸借の契約が

成立するまでの間に，取引主任者をして，少なくとも次に掲げる事項について，これら

の事項を記載した書面（第五号において図面を必要とするときは，図面）を交付して説

明をさせなければならない。 

二 都市計画法，建築基準法その他の法令に基づく制限で契約内容の別（当該契約の目

的物が宅地であるか又は建物であるかの別及び当該契約が売買若しくは交換の契約で

あるか又は貸借の契約であるかの別をいう。以下この条において同じ。）に応じて政令

で定めるものに関する事項の概要 

 

■ 宅地建物取引業法施行令（抄）（昭和３９年１２月２８日政令第３８３号） 

 第三条第一項第三十一号 

（法第三十五条第一項第二号の法令に基づく制限） 

第三条 法第三十五条第一項第二号の法令に基づく制限で政令で定めるものは、宅地又は

建物の貸借の契約以外の契約については、次に掲げる法律の規定（これらの規定に基づ

く命令及び条例の規定を含む。）に基づく制限で当該宅地又は建物に係るもの及び都市計

画法施行法（昭和４３年法律第１０１号）第三十八条第三項の規定により、なお従前の

例によるものとされる緑地地域内における建築物又は土地に関する工事若しくは権利に

関する制限（同法第二十六条及び第二十八条の規定により同法第三十八条第三項の規定

の例によるものとされるものを含む。）で当該宅地又は建物に係るものとする。 

三十一 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）第十五

条の十九第一項から第三項まで 


